
　　大野市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年条例第１号）第６条の規定に基づき、

令和４年度（一部令和５年４月１日現在のものを含みます）の大野市人事行政の運営等の状況について

次のとおり公表します。

１　職員の任免及び職員数に関する状況

（１）職員の採用と退職の状況

　　各年度の職員の採用及び退職状況は次の表のとおりです。 (単位：人)

採用者数 退職者数 採用者数 退職者数 採用者数 退職者数

9 15 8 8 9 9 

0 3 0 2 0 1 

0 1 1 2 2 1 

0 1 0 0 0 0 

9 20 9 12 11 11 

（２）部門別職員数の状況

　　各年度４月１日現在の部門別職員数の状況は、次の表のとおりです。 (単位：人)

令和３年度 令和４年度 令和５年度
対前年比
増 減 数

227 226 227 1 

 議　　　会 4 4 4 0 

 総　　　務 81 79 78 △ 1 

 税　　　務 16 17 16 △ 1 欠員不補充

 民　　　生 31 32 34 2 

 衛　　　生 25 25 25 0 

 労　　　働 0 0 0 0 

 農林水産 19 19 19 0 

 商　　　工 22 22 23 1 

 土　　　木 29 28 28 0 

100 102 101 △ 1 

 教　　　育 45 47 46 △ 1 

 消　　　防 55 55 55 0 

35 33 33 0 

 病　　　院 4 4 4 0 

 水　　　道 5 5 5 0 

 下  水  道 14 12 12 0 

 そ  の  他 12 12 12 0 

362 361 361 0 

　（注）職員数には平成２７年度以降、教育長を含みません。

令和４年度大野市人事行政の運営等の状況

令和２年度 令和３年度 令和４年度

一  般  職

現  業  職

消  防  職

医　療  職

計

主 な 増 減 理 由

一般行政

欠員不補充

保育体制強化のため新採用2名

「第35回星空の街・あおぞらの街全国大会」開催によ
る業務増のため

特別行政

欠員不補充

公営企業等会計

合　　計

職　種
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２　職員の人事評価の状況

　　職員の勤務の業績や職務に関連する能力、態度等を公平かつ統一的に把握し、人事管理並びに職員の能力

　開発、育成及び活用を図ることを目的として、人事評価を実施しています。

　毎年　４月１日～３月３１日の１年間

　① 業績 、 ② 態度・能力 、 ③ 健康 　（※ 健康は、消防のみ）

　Ｓ ・ Ａ ・ Ｂ ・ Ｃ ・ Ｄ の５段階評価

　勤勉手当の成績率及び昇給に反映

３　職員の給与の状況

（１）人件費の状況（令和４年度・普通会計決算）

　　令和４年度の普通会計決算における人件費の状況は、次の表のとおりです。

人 千円 千円 千円 ％ ％

 （注）人件費には、特別職に支給される給料、報酬等を含みます。

（２）職員給与費の状況（普通会計予算）

　令和５年度の普通会計の当初予算における職員給与費の状況は、次の表のとおりです。

（Ａ）

人 千円 千円 千円 千円 千円

339

  （注）１　職員手当には、退職手当を含んでいません。

  （注）２　職員数、給与費には特別職（市長、副市長、教育長）は含まれていません。

（３）職員の平均給与額及び平均年齢の状況

　　　令和５年４月１日現在における職員の平均給料月額及び平均年齢の状況は、次の表のとおりです。

平均給料月額

大 野 市 322,100

（注）一般行政職とは、税務職、医師、消防、保健師、保育士、幼稚園教諭、企業職、現業職を除いた職です。

（４）職員の初任給の状況

　　　令和５年４月１日現在における職員の初任給の状況は、次の表のとおりです。

大 学 卒

高 校 卒

（５）職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況

　　　令和５年４月１日現在における職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況は、次の表のとおりです。

経験年数５～６年

（注）経験年数とは、卒業後直ちに採用され、引き続き勤務している場合の採用後の年数をいいます。

評　価　期　間

評　価　項　目

評　価　区　分

評価結果の反映

 (参考)

(年度末 住民基本台帳) （Ａ） （Ｂ） （Ｂ/Ａ）

30,767  18,906,953  756,248 3,387,667 17.9 17.6 

給　　  与　  　費

( Ｂ/Ａ)

 1,272,897  247,593 513,201  2,033,691 5,999

一般行政職 現  業  職 消  防  職

平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢

384,755 42.1 308,700 328,833 51.0 307,900 386,301 40.0 

大  野  市 県 国

初  任  給 採用２年経過後 初  任  給 初  任  給

185,200 円 196,900 円 191,700 円 185,200 円

154,600 円 162,900 円 158,900 円 154,600 円

区     分 経験年数10～14年 経験年数25～29年

大 学 卒 219,100 円 271,700 円 381,700 円

高 校 卒 　　　－　　　　円 　　　－　　　　円 364,500 円

区    分 人　口 歳出決算額 実 質 収 支 人  件  費 人件費率 ３年度
人件費率

令和
　４年度

区    分 職員数
 1人当たり

給与費
給　  　料 職 員 手 当 期末･勤勉手当 　計  　 　（Ｂ）

令和
　５年度

区    分

区     分

一　般　
行政職

一　般　
行政職

一般職

一般職
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（６）等級ごとの職員数（令和５年４月１日現在）

　一般職（消防を含む。）

合計 内訳 職制上の段階
（人） （％） 職名 （人） （％） 段階

（注）１ 再任用短時間勤務職員７名は含まない。

（注）２ （％）は、四捨五入しているため、合計が100％にならない場合がある。

主事

技師

保育士

保健師

学芸員

主事

技師

保健師

社会福祉士

司書

主査

主任保育士

主任保健師

主任社会福祉士

主任学芸員

企画主査

園長

館長

主査

主任保育士

指導保育士

主任保健師

主任管理栄養士

室長

課長補佐

次長

次長補佐

指導看護師

館長

園長

所長

所長補佐

課長

局長

室長

次長

会計管理者

署長

副署長

部長

局長

消防長

合　　　　　計 338 100.0 

職務
の級

等級別基準職務表に規定する基
準となる職務

１級 定型的な業務を行う職務 43 12.7 

２級
知識経験を必要とする業務を行う
主事の職務 42 12.4 

３級 主査の職務 58 17.2 58 17.2 
主
査
級

７級 部長の職務 8 2.4 8 2.4 
部
長
級

85 25.1 
主
事
級

４級
高度な知識経験を必要とする業務
を行う主査の職務及び企画主査
の職務

93 27.5 93 27.5 

企
画
主
査
級

５級 課長補佐の職務 63 18.6 63 18.6 

課
長
補
佐
級

６級 課長の職務 31 9.2 31 9.2 
課
長
級
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　医療職

合計 内訳

（人） （％） 職名

所長

　現業職

合計 内訳

（人） （％） 職名

施設管理員

環境員兼自動車運転手

施設管理員

道路管理員兼自動車運転手

調理師

公園管理員兼自動車運転手

環境員

（注）技能職員等の区分は、次のとおりである。

技能職員＝自動車運転手及びボイラー士

一般技能職員＝調理師及び機械操作手

労務職員＝施設管理員、道路管理員、河川管理員、公園管理員、環境員及び衛生員

合　　　　　計 1 100.0 

ボイラー士兼機械操作手兼環境員

合　　　　　計 22 100.0 

職務
の級

等級別基準職務表に規定する基
準となる職務

１級 医療業務を行う職務

２級
知識経験に基づき困難な医療業
務を行う職務

３級
高度の知識経験に基づき困難な
医療業務を行う職務 1 100.0 

４級
極めて高度の知識経験に基づき
特に困難な医療業務を行う職務

職務
の級

等級別基準職務表に規定する基
準となる職務

１級
技能職員、一般技能職員、労務職
員の職務

２級

相当の技能又は経験を必要とする
技能職員及び一般技能職員並び
に相当の経験を必要とする労務職
員の職務

３級

相当の技能又は経験に基づき困
難な業務を行う技能職員及び一般
技能職員並びに相当の経験に基
づき困難な業務を行う労務職員の
職務

1 4.5 

５級

極めて高度の技能又は長期の経
験を有し、技能職員又は一般技能
職員を指揮監督する主任業務職
員

４級

高度の技能又は長期の経験に基
づき困難な業務を行う技能職員、
一般技能職員及び労務職員の職
務

21 95.5 
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（７）職員手当の状況

　　　令和５年４月１日現在における職員手当の状況は、次の表のとおりです。

① 扶養手当

② 住居手当

③ 通勤手当

④ 管理職手当

⑤ 期末・勤勉手当

職制上の段階、職務の級等による 職制上の段階、職務の級等による

加算措置有 加算措置有、管理職加算有

区　　分 大  野  市 国

 配偶者　　　　　　　　　　　　　　 　　　　　月額     6,500円 　　　　　月額　   6,500円

 配偶者以外の扶養親族　　　 子　　　：月額   10,000円 子　　　：月額   10,000円

　　　　 子以外：月額     6,500円 子以外：月額　   6,500円

 扶養親族のうち満１６歳に達する年度初めから

 ２２歳に達する年度末までの間の子１人につき

区　　分 大  野  市 国

月額27,000円以下の家賃 家賃額－16,000円 家賃額－16,000円

（家賃額－27,000円)×1/2＋11,000円 （家賃額－27,000円)×1/2＋11,000円

（上限額；28,000円） （上限額；28,000円）

区　　分 大  野  市 国

交通機関等利用者 最高支給限度額　55,000円 運賃相当額 運賃相当額

   2～ 5㎞未満　　　　　 2,000円 2,000円 

   5～10㎞未満　　　　　 4,200円 4,200円 

　10～15㎞未満　　　　 7,100円 7,100円 

　15～20㎞未満　　　　 10,000円 10,000円 

  20～25㎞未満　　　　 12,900円 12,900円 

  25～30㎞未満　　　 15,800円 15,800円 

　30～35㎞未満　　　 18,700円 18,700円 

　35～40㎞未満　　　 21,600円 21,600円 

　40～45㎞未満　　　 24,400円 24,400円 

　45～50㎞未満　　　　 26,200円 26,200円 

　50～55㎞未満　　 28,000円 28,000円 

　55～60㎞未満　　 29,800円 29,800円 

　60㎞以上　　 　 31,600円 31,600円 

大　野　市 国

区　分 支　給　額 区　分 支　給　額

部 長 級 69,100円、83,000円

課 長 級 38,600円、48,300円、50,000円、57,900円、62,000円

大　野　市 国

期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計

６月期 1.20 月 1.00 月 2.20 月 1.20 月 1.00 月 2.20 月

１２月期 1.20 月 1.00 月 2.20 月 1.20 月 1.00 月 2.20 月

合　計 2.40 月 2.00 月 4.40 月 2.40 月 2.00 月 4.40 月

 　　月額 5,000円を加算  　　月額 5,000円を加算

借
家
・
借
間

月額27,000円を超える家賃

４級～
　１０級

46,300～139,300円

区　分

参　考

自動車等の使用者
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⑥ 退職手当

定年前早期退職特例措置 定年前早期退職特例措置

⑦ 特殊勤務手当

　特殊勤務手当は、著しく危険・不快・不健康または困難な勤務、その他著しい特殊な勤務に対して支給する手当です。

　令和４年度の特殊勤務手当の状況は、次の表のとおりです。

　※本表は、医師勤務手当は含まれていません。

⑧ 時間外勤務手当

　　令和３年度及び令和４年度の時間外勤務手当の状況は、次の表のとおりです。

　　 支 給 総 額

　　 職員１人当たり支給年額

　　 支 給 総 額

　　 職員１人当たり支給年額

（８）特別職の給料、報酬等の状況

　　令和５年４月１日現在における特別職の給料、報酬等の状況は、次の表のとおりです。

 　　６月期　　　１.６５月分

　 １２月期　　　１.６５月分

　　　 計　 　　　３.３０月分

 　　６月期　　　１.６５月分

　 １２月期　　　１.６５月分

　　　 計　 　　　３.３０月分

大  野  市 国

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年

勤続２０年 19.6695 月 24.586875 月 19.6695 月 24.586875 月

勤続２５年 28.0395 月 33.27075 月 28.0395 月 33.27075 月

勤続３５年 39.7575 月 47.709   月 39.7575 月 47.709   月

最高限度額 47.709  月 47.709   月 47.709  月 47.709   月

（2％～20％） （3％～45％）

 区　　分  全　職　種

　　職員全体に占める手当支給職員の割合  27.5 %

　　支給対象職員１人当たりの平均支給年額 34,886 円

　　手当の種類(手当数)  12

 　 支給額の多い手当 救急業務手当

　代表的な 　 多くの職員に支給

　手当の名称 　 されている手当

115,789 千円

352 千円

125,139 千円

382 千円

区      分  給料報酬（月額） 期 末 手 当

議　　　　　長 　　 ４４８，０００　円

副　 議　 長 　　 ３７７，０００　円

議　　　　　員 　　 ３５７，０００　円

区　分

その他加算

　　①消防業務及び緊急出動業務手当
　　②救急業務手当
　　③市税等徴収業務手当

 令和　
　３年度

 令和　　
　４年度

市　　　　　長
副 　市　 長
教 　育　 長

　　 ８４３，０００　円
　　 ７１０，０００　円
　　 ６０５，０００　円
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

（１）勤務時間の状況

　 　令和５年度の職員の勤務時間は原則として次の表のとおりです。

　午前８時３０分から午後０時００分まで

　午後１時００分から午後５時１５分まで

休憩時間 　午後０時００分から午後１時００分まで

　※公務運営上の事情により特別の形態によって勤務する必要がある職員は、上記以外の勤務時間の

　　割振りによります。

（２）休暇制度の状況

　　　職員の休暇の種類は、年次有給休暇、病気休暇、特別休暇、介護休暇の４種類です。

令和５年４月１日現在

　１　年次有給休暇 １年につき最高２０日付与

(1) 公務上負傷または疾病 必要と認められる期間

(2) (1)以外の私疾病 ９０日以内

(1) 公民権の行使のための休暇 必要と認められる期間

(2) 証人等出頭のための休暇 必要と認められる期間

(3) 感染症予防休暇 必要と認められる期間

(4) 産前休暇 出産予定日までの８週間以内

(5) 産後休暇 出産の翌日から８週間

(6) １歳未満の子の育児時間 １日２回、１回３０分以内

(7) 骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間

(8) 結婚休暇 連続する５日以内

(9) 妻の出産に伴う休暇 出産予定日の6週間前から出産後1年の間に5日以内

(10) 妻の出産に伴う男性職員の育児参加 産前産後の期間中５日以内

(11) 中学校就学前の子の看護休暇 １年において５日以内（子どもが２人以上の場合、１０日以内）

(12) 短期介護休暇 １年において５日以内（要介護者が２人以上の場合、１０日以内）

(13) 忌引 続柄に応じて１日から７日

(14) 父母追悼のための休暇 父母の死亡１５年以内において年各１日

(15) 夏季休暇 連続する５日以内

(16) 災害復旧のための休暇 連続する７日以内で必要と認められる期間

(17) 災害事故に伴う休暇 必要と認められる期間

(18) 退勤途上危険回避のための休暇 必要と認められる期間

(19) 大学通信教育面接のための休暇 必要と認められる期間

(20) ボランティア休暇 １年において５日以内

必要と認められる期間

(22) 永年勤続休暇 永年勤続表彰を受けた年度において連続する５日以内

(23) 不妊治療休暇

(21) 妊娠及び出産後の女性の健康診査
  　のための休暇

１年において５日以内（当該通院等が体外受精又は顕微
授精に係るものである場合にあっては１０日以内）

２週間以上にわたり介護を必要とする場合、３回を

超えず、かつ、通算して６か月を超えない範囲内に

おいて必要と認められる期間

連続する３年の期間内において、１日の勤務時間

の一部につき勤務しないことが相当であると認め

られる場合に、１日につき２時間を超えない範囲内

で必要と認められる時間

勤務時間

　２　病気休暇

　４　介護休暇

　５　介護時間

　３　特別休暇
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５　職員の分限及び懲戒処分の状況

（１）分限処分の状況

　　分限処分とは、公務の能率の維持及びその適正な運営の確保の観点から、職員がその職責を十分に果たす

　ことができない場合に行う処分のことです。

　　令和４年度における処分の状況は、次の表のとおりです。

人数

 勤務実績が良くない場合 地公法第28条第１項第１号 0 

 心身の故障の場合 地公法第28条第１項第２号、第２項第１号 8 

 職に必要な適格性を欠く場合 地公法第28条第１項第３号 0 

 刑事事件に関し起訴された場合 地公法第28条第２項第２号 0 

 条例で定める事由による場合 地公法第27条第２項 0 

（２）懲戒処分の状況

　　懲戒処分とは、職務上の義務違反など公務員としてふさわしくない非行がある場合に行う処分のことです。

　　令和４年度における処分の状況は、次の表のとおりです。

戒　告 減　給 停　職 免　職 合　計

 法令違反 0 0 0 0 0 

 職務上の義務違反又は怠慢 0 0 0 0 0 

 全体の奉仕者たるにふさわしくない非行 0 0 0 0 0 

0 0 0 0 0 

６　職員の服務の状況

　　職員の服務については、その根本基準として、「全て職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、

　且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」とされています。（地公法第30条）

　　さらに、具体的に、「法令等及び上司の職務上の命令に従う義務（法第32条）」、「信用失墜行為の禁止（法第33条）」、

　「職務上知り得た秘密を守る義務（法第34条）」、「職務に専念する義務（法第35条）」、「政治的行為の制限（法第36条）」、

　「争議行為等の禁止（法第37条）」、「営利企業等の従事制限（法第38条）」などの義務・禁止及び制限事項が定められ

　ています。

　　令和４年度の職務専念義務免除及び営利企業等従事許可の状況は、次の表のとおりです。

件数 人数

 職務専念義務免除 9 27 

 営利企業等従事許可申請 23 26 

７　職員の退職管理の状況

　　平成２８年４月に地方公務員法に定める職員の退職管理に関し、必要な事項を定めた規則を施行しました。

（１）元職員による働きかけの規制（地公法第３８条の２）

　　離職後に営利企業等に再就職した元職員は、離職前５年間に在職していた所属の職員に対して、離職後２年間

　は、離職前５年間の職務に関する契約等事務について、働きかけをすることが禁止されています。

（２）働きかけ規制違反に関する監視（地公法第３８条の３～第３８条の５）

　　働きかけ規制に違反する行為を行った疑いがある場合は、当該違反行為について任命権者が調査を実施するこ

　ととなります。

処　分　事　由

処　分　事　由

合　　計
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８　職員の研修の状況

　　令和４年度の職員の研修の状況は、次の表のとおりです。

回　数 参加者数

　主　催　研　修 42 2,914 

　派 遣 研 修 　自 治 研 修 所 29 84 

　自 治 大 学 校 1 1 

　市町村アカデミー・国際文化アカデミー 1 1 

　スキルアップ研修 3 3 

９　職員の福祉及び利益の保護の状況

（１）職員の福祉の状況

　　地方公共団体は、職員の保健、元気回復その他厚生事業に関する事項について計画を樹立し、これを実施し

　なければならないとされています。（地公法第４２条）

　　大野市においては、職員による互助組織として「大野市職員共済会」を組織し、職員の健康管理のための厚生

　事業を実施しています。

　　令和４年度の福利厚生事業の状況は、次の表のとおりです。

会員数 ３６７　人

１　厚生事業　　　０コース ０　人 参加

２　越前おおのおどり参加 ０　人 参加

３　人間ドック受診 １９２ 人 受診

４　定期健康診断 １７４ 人 受診

（２）公務災害補償制度の状況

　　職員の公務上の災害に対する補償は、地方公務員災害補償基金福井県支部に加入し、実施しています。

　　令和４年度においては、公務上の怪我による災害はなく、通勤途中の怪我による災害が１件認定されました。

（３）勤務条件に関する措置に関する要求等の状況

　　職員は、給与、勤務時間その他勤務条件について、公平委員会に地方公共団体の当局により適切な措置が

　とられるべきことを要求することができます。（地公法第４６条）

　　また、任命権者が職員に対して行った不利益な処分について、公平委員会に対して不服申し立て（平成２８

　年度からは審査請求）ができるようになっています。（地公法第４９条、４９条の２）

　　令和４年度においては、「勤務条件に関する措置の要求」及び「不利益処分に関する不服申立て」の該当は

　ありませんでした。

区　　分
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